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韓国の概要 

1 

１．面積：10.03万㎢（13年、日本の約1/４） 

２．人口：5,120万人（14年4月） 

  ○特別市：ソウル（1,014万）、○広域市：釜山(352万)、大邱(250万)、 

    仁川(289万)、光州(147万)、大田(154万)、蔚山(116万) 

   ○道：京畿道(1,228万)他  

３．1人当たり国民総所得：26,205ドル（13年、名目） 

４．合計特殊出生率：1.19(13年) 

５．日本との人的交流 

  ○日本→韓国：275万人（13年）、韓国→日本：246万人（13年） 

  ○在留邦人数：4万2986人 (14年3月) 

６．韓国進出日系企業 

   ○SJC（Seoul Japan Club）法人会員企業数：418社（2014 年5月） 

    ○東洋経済新報社「2013年版海外進出企業総覧」：815社 

   ○産業通商資源部「外国人投資企業情報(日本)」：3,203社 

                                 （2014年5月14日基準） 

  ※ 産業通商資源部のデータには撤退した企業も一部含まれている。  

図 韓国略図 

出所 ： 1・3・4は統計庁、2は安全行政部、5は法務部、JNTO、外務省、 
     6はSJC、東洋経済、産業通商資源部 
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マクロ経済の現状 
支出項目別GDP成長率寄与度-成長鈍化への懸念拡大 
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図 韓国の実質GDP成長率、支出項目別寄与度の推移(前年比) 

注1 ： 韓国銀行では年率換算した実質GDP成長率の前期比増減率を発表していないため、原データを使用して換算。 
注2 ： 輸入は国内総生産(支出側)の控除項目となるため、寄与度は逆符号で表示。 
出所 ： 韓国銀行 

比較的高い成長が続く 

低い水準で推移 

すぐにプラス成長に転換 

米国発金融危機で 
落ち込むものの… 

注1：2000年のデータからは国民経済計算に関する新たな国際基準｢2008SNA｣が適用されている。 
出所：韓国銀行 

表 韓国の支出項目別実質GDP成長率寄与度の推移(前期比、年率換算) (単位：％) 

堅調な輸出がけん引 

純輸出

輸出 輸入

2008 Ⅰ 2.5 0.4 -2.8 0.2 3.8 0.2 4.5 4.3 4.8

2008 Ⅱ -0.6 0.9 -0.2 0.5 0.6 0.2 0.4 0.2 1.0

2008 Ⅲ 0.2 0.5 0.4 -0.4 0.4 -1.5 4.1 5.6 -0.4

2008 Ⅳ -8.9 0.9 -2.0 -5.1 -10.4 21.2 -7.8 -28.9 -16.8

2009 Ⅰ 0.6 1.8 3.8 -3.7 -8.0 8.3 -2.3 -10.5 1.0

2009 Ⅱ 7.3 0.4 1.2 2.9 -5.2 -13.7 0.2 13.9 9.8

2009 Ⅲ 3.9 0.0 -0.5 3.8 7.9 -6.1 9.2 15.3 13.4

2009 Ⅳ 0.9 -1.4 -0.1 1.9 1.3 0.3 4.5 4.2 0.7

2010 Ⅰ 1.6 3.4 0.9 0.9 3.7 -5.8 -1.1 4.8 8.8

2010 Ⅱ 1.8 0.1 -2.4 3.5 2.7 11.7 19.7 8.0 5.8

2010 Ⅲ 2.6 -0.4 0.8 2.2 -2.2 -5.3 -0.3 5.1 3.0

2010 Ⅳ 0.6 -0.4 -2.7 -0.7 0.6 1.3 8.1 6.8 2.2

2011 Ⅰ 0.5 1.4 -3.4 -0.6 2.0 1.6 13.7 12.1 5.8

2011 Ⅱ 1.8 0.4 0.9 1.6 1.3 -7.6 4.6 12.2 3.6

2011 Ⅲ 1.2 0.8 1.2 -0.2 -1.3 13.2 4.1 -9.2 3.0

2011 Ⅳ -1.2 -1.0 -0.4 -2.3 2.8 -1.2 0.0 1.3 1.7

2012　I 1.7 1.4 -1.2 4.4 1.6 -5.1 1.0 6.2 2.2

2012 Ⅱ 0.4 -0.2 -1.8 -3.3 1.3 6.1 5.6 -0.5 2.0

2012 Ⅲ 2.3 0.6 0.7 -1.2 -5.5 3.6 4.3 0.7 1.6

2012 Ⅳ 0.9 0.1 -1.4 -1.2 -0.1 4.8 2.1 -2.7 2.6

2013　I -0.2 0.3 3.6 0.5 -5.9 -0.8 0.5 1.3 2.5

2013 Ⅱ 1.4 1.0 2.7 0.4 -3.4 2.5 6.1 3.6 4.1

2013 Ⅲ 2.0 0.2 0.1 1.0 2.7 -1.7 -2.6 -0.9 4.4

2013 Ⅳ 1.2 0.5 -3.1 2.1 6.7 -2.7 3.3 5.9 3.6

2014  I 0.5 -0.1 2.7 -0.5 -10.0 4.8 3.8 -1.0 3.8

実質ＧＤＰ
成長率

民間最終
消費支出

政府
支出

建設
投資

設備
投資

在庫
増減

7.2 5.8 

- 5.7 

10.7 

28.6 

4.5 
7.4 

2.9 
4.9 3.9 5.2 5.5 

2.8 

0.7 

6.5 
3.7 2.3 3.0 

- 20.0 

- 15.0 

- 10.0 

- 5.0 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

純輸出（＝輸出－輸入）

在庫増減

設備投資

建設投資

政府支出

民間最終消費支出

実質ＧＤＰ成長率

(％)

(年)



 

Copyright © 2013 JETRO. All rights reserved.  Copyright ©  2014 JETRO. All rights reserved. 

景気動向 
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注1 ： 各項目は100を上回る（下回る）と回答者の過半数が肯定的（否定    
    的）に見ていることを示す。 ｢消費者心理指数｣は総合指標であり、  
    100を上回る（下回る）と平均より消費心理が良い（悪い）ことを示す。 
注2 ： 「展望」は現在と6カ月後の見通しを比較したもの。 
注3 ： 住宅・商家価値展望CSIと株価価値展望CSIは2012年12月まで発表、 
    2013年1月からは住宅価格展望CSIと賃金水準展望CSIを発表。 
出所 ： 韓国銀行 

図 企業の景況判断BSI 

注 ： 前期に比べ景況はよくなったと回答した企業と悪くなったと回答した企業の割合の 
   差に100を足し算したもの。一般的に100を上回る（下回る）と景気がいい（悪い）こ 
   とを示す。 
出所 ： 韓国銀行 

図 消費者心理の動向 

□ 消費マインドは、2009年春以降、資産価格の上昇などにより大きな増加を見せが、その後、 
  物価上昇などで委縮し、指数が緩やかに減少した。12年10月以降は楽観的な方向に。 
□ 企業の景況判断は、2012年10月以降上向きの傾向になったものの、安定しない状況。 
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韓国銀行の消費者物価安定目標 

消費者物価の動向 
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図 消費者物価上昇率（月別）の推移 

注 ： 物価安定目標は2013年から2.5～3.5％に調整。 
出所 ： 統計庁(2014年5月14日基準) 

□ 2012年6月以降、消費者物価上昇率は低い水準で推移しており、2014年4月は 
   前年同月比1.5％増。 
□ 2013年の消費者物価上昇率は1.3％。 

図 消費者物価上昇率（年別）の推移 

出所 ： 統計庁 
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株価と為替の推移 
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□ 金融危機以降、徐々に回復していた株価は、2011年8月以降、米国債の格下げ、欧州の財政 
  危機などの影響で一旦急激に下落。先行きに不透明感あるが、比較的に安定的に推移。 
□ 為替レートは1ドル＝1,020ウォン、100円＝1,000ウォン台(以上、2014年5月14日付)の水準。 
□ 外貨準備高は2014年4月末現在、3558億5千万ドルで世界第7位（中、日、瑞、露、台、伯）。 

出所 ： 韓国銀行(2014年5月14日基準) 出所 ： 韓国銀行(2014年5月14日基準) 

図 ＫＯＳＰＩ（韓国総合株価指数）の推移 図 為替動向（2009年以降） 
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雇用動向 
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図 失業者数・失業率の推移 

注 ： 失業率＝失業者／就業者＋失業者（軍人を除く） 
出所 ： 統計庁(2014年5月14日基準) 

□ 2014年4月の失業率は3.9 ％であり、非経済活動人口は1,570万人。 
□ 若年層の失業率（10.0％）が依然高い。(雇用ミスマッチの深刻化) 
□ 2013年通年の雇用率は59.5％であり、前年比0.1ポイント増。 
□ 政府は13年6月に｢雇用率70％ロードマップ｣を発表し、各種政策を展開。 

注 ： 非経済活動人口とは、就職する意思がなく失業者と就職者いずれにも含まれない
15歳以上の人口で、主婦、学生、高齢者などを含む。 

出所 ： 統計庁(2014年5月14日基準) 

図 非経済活動人口数の推移 
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図 雇用形態別賃金(定額給与) 

 出所 ： 雇用労働統計(http://laborstat.molab.go.kr)  
 

表 従業員の規模別・産業別賃金(定額給与) 

 出所 ：雇用労働統計(http://laborstat.molab.go.kr)  

□ 雇用者のうち3人に1人が非正規雇用者。 
□ 非正規雇用者の賃金は正規雇用者のおよそ半分程度。 

2,013
2,063

2,139 2,225

2,334
2,390

1,151 1,167 1,181
1,233 1,260

1,312

66.2
65.1 66.6 65.8 66.7

67.4
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2008 2009 2010 2011 2012 2013

正規雇用の賃金平均
非正規雇用の賃金平均
全雇用で正規雇用の割合
全雇用で非正規雇用の割合

(単位：1,000ウォン) (単位：%)
(単位：1,000ウォン)

2009 2010 2011 2012 2013
5人未満 1,270 1,295 1,340 1,436 1,495
5～29人 1,832 1,897 1,949 2,029 2,092
30～299人 2,043 2,102 2,161 2,271 2,331
300人未満 1,732 1,775 1,839 1,938 1,993
300人以上 2,507 2,659 2,752 2,890 3,061
全産業 1,849 1,904 1,970 2,075 2,140
農業・漁業 1,929 2,047 2,017 2,127 2,229
鉱業 2,215 2,317 2,292 2,351 2,469
製造業 1,830 1,905 1,926 2,061 2,174

電気・ガス・水道 3,095 3,238 3,382 3,537 3,655
下水・廃棄物処理
原料再生
・環境復元業

1,896 1,977 2,014 2,112 2,276

建設業 1,934 2,006 2,093 2,137 2,253
卸・小売業 1,721 1,782 1,817 1,938 1,984
運輸業 1,670 1,707 1,918 2,050 2,109

宿泊・飲食店業 1,036 1,071 1,104 1,186 1,243
出版映像放送通信
・情報サービス業 2,676 2,771 2,872 2,920 3,048
金融・保険業 2,784 2,930 3,130 3,266 3,354
不動産・賃貸業 1,490 1,519 1,628 1,657 1,752

科学・技術サービス業 2,640 2,693 2,822 3,015 3,104
事業施設管理
・事業支援サービ

ス業
1,767 1,796 1,801 1,828 1,845

教育サービス業 2,094 2,105 2,254 2,327 2,382
保健・社会福祉業 1,702 1,764 1,805 1,918 1,934

娯楽・文化・スポーツ関連業1,284 1,336 1,396 1,487 1,481
その他公共・個人サービス業1,543 1,575 1,559 1,627 1,684

従業員の
規模別

産業別
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最近の輸出入の動向 

8 

□ 韓国は輸出依存度が高く、経済は輸出の好不調に影響されやすい。 
□ 韓国の輸出入は米国発金融危機後、すぐに回復し堅調に推移したが、足元では減速傾向。 
□ 2014年第1四半期の輸出は1,376億ドル(前年同月比1.7％増)、輸入は1,324億ドル(同2.1％

増)となり、貿易収支は52億ドルの黒字を記録。2012年2月以降、継続して黒字で推移。 

図 韓国の月別輸出入動向 図 主要国の輸出 
  依存度（2012年） 

注 ： 輸出依存度＝輸出額/ＧＤＰ 
出所 ： 統計庁 出所 ： 韓国貿易協会 (2014年5月14日基準) 

単位：％

国名 依存度

台湾 63.5

タイ 62.4
韓国 48.5
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日本 13.4
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米国 9.9
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表 2013年の国別輸出入・貿易収支 

 出所 ： 韓国貿易協会 

□ 日本は輸出先として第3位、輸入先として第2位で、貿易収支では第2位の赤字国。 
□ 対中輸出の割合は26.1％、対中輸入の割合は16.1％とともに前年より上昇。 
□ 米・韓FTAの発効などで対米輸出は増加。 
□ 輸出上位10カ国のうち、ベトナムが大幅に増加。 

単位：100万ドル、％

順
位

国名 金額 構成比 前年比 順
位

国名 金額 構成比 前年比 順
位

国名 金額

1 中国 145,869 26.1 8.6 1 中国 83,053 16.1 2.8 1 中国 62,817

2 米国 62,052 11.1 6.0 2 日本 60,029 11.6 △ 6.72 香港 25,827

3 日本 34,662 6.2 △ 10.73 米国 41,512 8.1 △ 4.23 米国 20,541

4 香港 27,756 5.0 △ 14.94 サウジアラビア 37,665 7.3 △ 5.14 ベトナム 13,912

5 シンガポール 22,289 4.0 △ 2.65 カタール 25,874 5.0 1.4 5 シンガポール 11,920

6 ベトナム 21,088 3.8 32.2 6 オーストラリア 20,785 4.0 △ 9.61 サウジアラビア △ 28,837

7 台湾 15,699 2.8 6.0 7 ドイツ 19,336 3.8 9.6 2 日本 △ 25,367

8 インドネシア 11,568 2.1 △ 17.18 クウエート 18,725 3.6 2.3 3 カタール △ 25,022

9 インド 11,376 2.0 △ 4.69 アラブ首長国連邦 18,123 3.5 19.9 4 クウェート △ 17,592

10ロシア 11,149 2.0 0.5 10 台湾 14,633 2.8 4.4 5 アラブ首長国連邦 △ 12,385

559,632 2.1 515,586 △ 0.8 44,047

輸出 輸入 貿易収支

黒
字

赤
字

輸出計 輸入計 貿易収支計
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表 2013年の品目別輸出入・貿易収支 

注 ： ＭＴＩ3ケタベース 
出所 ： 韓国貿易協会 
      

□ 輸出では、半導体、石油製品、自動車、船舶などが主な品目となっており、前年 
   1位であった石油製品などが減少したものの前年2位の半導体が大きく増加。 
□ 輸入では、天然ガス以外のエネルギー資源関連品目の輸入が減少。 

単位：100万ドル、％

順
位

品目名 金額 構成比 前年比 順
位

品目名 金額 構成比 前年同期比 順
位

品目名 金額

1 半導体 57,143 10.2 13.3 1 原油 99,333 19.3 △ 8.31 自動車 42,301

2 石油製品 52,787 9.4 △ 5.92 半導体 34,619 6.7 7.4 2 船舶海洋構造物・部品 33,530

3 自動車 48,635 8.7 3.0 3 天然ガス 30,645 5.9 12.0 3 平板ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ･ｾﾝｻｰ24,040

4 船舶海洋構造物・部品 37,168 6.6 △ 6.54 石油製品 29,539 5.7 10.2 4 石油製品 23,248

5 平板ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ・ｾﾝｻｰ28,613 5.1 △ 8.65 石炭 13,074 2.5 △ 18.65 半導体 22,524

6 無線通信機器 27,578 4.9 21.2 6 コンピューター 9,142 1.8 △ 3.61 原油 △ 99,333

7 自動車部品 26,079 4.7 6.0 7 鉄鋼板 8,850 1.7 △ 14.62 天然ガス △ 30,645

8 合成樹脂 21,369 3.8 9.3 8 鉄鉱　 8,355 1.6 △ 12.43 石炭 △ 13,058

9 鉄鋼板 17,494 3.1 △ 11.39 精密科学原料 8,290 1.6 △ 5.44 鉄鉱 △ 8,340

10電子応用機器 10,896 1.9 27.0 10 原動機・ポンプ 7,874 1.5 19.1 5 植物性物質 △ 6,585

559,632 2.1 515,586 △ 0.8 44,047

輸出 輸入 貿易収支

黒
字

赤
字

輸出計 輸入計 貿易収支計
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図 日韓の貿易推移 

出所 ： 韓国貿易協会 

□ 日韓の貿易は、韓国の赤字基調が続いているものの、2011年以降、赤字幅が縮小傾向。 

□ 赤字幅縮小の背景には日本の部品・素材に対する依存度の減少、現地生産の増加、 

   韓国企業による中核部品の輸入先多角化に向けた取り組みがある。 

□ 構造的な対日貿易赤字は「日本から中間財・資本財を輸入し、それらを加工・組立てて 

      輸出する」との韓国の産業構造に起因するところが大きい。 

注 ： ＭＴＩ3ケタベース 
出所 ： 韓国貿易協会 

表 2013年の日韓の品目別輸出入 

品目名 金額 構成比 前年比 品目名 金額 構成比 前年比

1 石油製品 8,442 24.4 △ 1.8半導体 5,111 8.5 11.6
2 無線通信機器 2,395 6.9 △ 23.5鉄鋼板 3,658 6.1 △ 21.4
3 半導体 2,246 6.5 △ 15.0プラスチック製品 3,264 5.4 △ 17.7
4 鉄鋼板 1,991 5.7 △ 21.5基礎油粉 2,292 3.8 72.9
5 金・銀・白金 1,058 3.1 △ 20.0合金鉄銑鉄・ｽｸﾗｯﾌ 2゚,184 3.6 △ 14.0
6 プラスチック製品 851 2.5 △ 13.6光学機器 2,089 3.5 △ 14.7
7 合成樹脂 831 2.4 △ 5.4石油化学中間原料 2,082 3.5 2.1
8 自動車部品 801 2.3 2.6原動機 2,046 3.4 21.1
9 精密化学原料 712 2.1 △ 3.4半導体製造装備 1,928 3.2 △ 40.7
10 鋳造・鍛造品 501 1.4 △ 15.3石油製品 1,873 3.1 21.4

34,662 △ 10.7 輸入計 60,029 △ 6.7

(単位：100万ドル、％)
対日輸出 対日輸入

輸出計
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表 2013年の韓国の品目別対中輸出入 

□ 主な対中輸出品目は、部品、原材料。 
□ 2013年は、中国の成長率鈍化により、前年に著しい増加を示した石油製品などの輸出
額が減少したものの､半導体の輸出入額がともに大きく増加。 

□ 対中輸出額全体では微増で過去最多の1,458 億ドルを達成し、貿易黒字がさらに拡大。 

注 ： ＭＴＩ3ケタベース 
出所 ： 韓国貿易協会 

(単位：100万ドル、％）

2012年2013年 2012年2013年

構成比 前年比 構成比 前年比

1 半導体 17,878 21,670 14.9 21.2半導体 6,051 6,520 7.9 7.8

2 平板ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ･ｾﾝｻｰ 20,598 18,562 12.7 △ 9.9コンピューター 5,605 5,400 6.5 △ 3.7

3 石油製品 9,977 8,380 5.7 △ 16.0鉄鋼版 4,559 4,060 4.9 △ 10.9

4 電子応用機器 5,168 7,881 5.4 52.5静電機器 3,444 3,903 4.7 13.3

5 合成樹脂 7,113 7,726 5.3 8.6平板ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ･ｾﾝｻｰ 3,733 3,458 4.2 △ 7.4

6 石油化学中間原料 4,560 6,213 4.3 36.2衣類 3,097 3,406 4.1 10.0

7 自動車部品 4,458 5,570 3.8 25.0無線通信機器 2,884 3,164 3.8 11.3

8 無線通信機器 4,007 5,164 3.5 28.9精密化学原料 2,879 2,819 3.4 △ 2.1

9 基礎油粉 3,956 4,462 3.1 12.8機構部品 1,978 2,303 2.8 16.4

10 機構部品 2,782 3,425 2.3 23.1電線 1,956 2,053 2.5 5.0

輸出計 134,323 145,869 8.6 輸入計 80,785 83,053 2.8

順位

輸出 輸入

品目名

金額

品目名

金額
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参考：中国における主要韓国企業の拠点展開の現状 
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ロッテ（瀋陽） 

現代自動車（北京） 
 

サムスン電子（蘇州）、ＬＧ電子（南京）、 
ＬＧディスプレイ（南京）、起亜自動車（塩城） 
SKハイニックス（無錫） 

サムスン電子（天津）、ＬＧ電子（天津）、 
ＬＧ化学（天津） 

ＬＧ化学（寧波）、サムスン重工業(寧波) 

ＬＧディスプレイ（広州） 

注 ： 製造企業は生産拠点、流通企業は店舗をそれぞれ表示。ただし、一部企業は主要拠点のみ記載。 
出所 ： 各社のホームページ 

大宇造船海洋(煙台)、サムスン重工業(栄成) 
ポスコ(青島) 

サムスン電子(西安) 
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□ 韓国大企業の需要に伴い、日本の部品・素材企業による投資規模が大きい。 

□ 日本の対韓直接投資は、2012年まで増加傾向にあり、2013年は国際収支ベース  

   でほぼ前年と同等。 

□ 化学製品への規制強化、通常賃金の範囲拡大、電気料金再値上げの可能性、  

   徴税強化の動き、関税と法人税の未調整などが対韓直接投資への懸念材料。 

表 韓国の国別直接投資受入れ 
（1962～2013年までの累計） 

注 ： 申告ベース 
出所 ： 産業通商資源部 

図 日本の対韓直接投資の推移 

出所 ： 国際収支ベースは財務省（日本）、申告ベースは産業通商資源部(韓国) 

単位：100万ドル、％

国名 金額 構成比

1 米国 53,349 24.5

2 日本 35,494 16.3

3 オランダ 22,297 10.2

4 英国 12,094 5.5

5 ドイツ 11,481 5.3

6 シンガポール 9,136 4.2

7 マレーシア 7,482 3.4

8 香港 7,328 3.4

9 フランス 6,954 3.2

10 カナダ 5,936 2.7

218,093合計

1,966

1,944
3,197

3,210

711

1,124

2,289

4,542

2,690

599
746

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

1
9

9
7

1
9

9
8

1
9

9
9

2
0

0
0

2
0

0
1

2
0

0
2

2
0

0
3

2
0

0
4

2
0

0
5

2
0

0
6

2
0

0
7

2
0

0
8

2
0

0
9

2
0

1
0

2
0

1
1

2
0

1
2

2
0

1
3

2
0

1
3

.1
Q

2
0

1
4

.1
Q

国際収支ベース（ネット、フロー、億円）

申告ベース（100万ドル）

（億円、100万ドル）

（年）



 

Copyright © 2013 JETRO. All rights reserved.  Copyright ©  2014 JETRO. All rights reserved. 

参考：経済自由区域および部品素材専用工業団地 
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○ 

○ 

ソウル 

釜山（プサン） 

○ 

○ 

■ 

水原（スウォン） 

 サムスン電子 
（カラーテレビ、モニター） 

平澤（ピョンテク） 

ＬＧ電子 
（オーディオ、DVDプレーヤー） 
双竜自動車 

亀尾（グミ） 

サムスン電子 （携帯電話） 
ＬＧ電子 （モニター、テレビ） 

鎮海（チンヘ） 

■ 

■ 

■ 

天安（チョナン） 

サムスン電子（液晶） 

群山（グンサン） 

韓国GM 
TATA大宇 
現代重工業 

益山（イクサン）   

浦項（ポハン） 
ポスコ 

STX造船 ○ 

ルノーサムスン 
韓進重工業 
STX造船 

○ 
全州（チョンジュ） 

現代自動車 

済州島 

○ 

蔚山（ウルサン） 

現代自動車、現代重工業 

出所 ： 産業通商資源部ホームページおよび各種資料をもとに作成。 

巨済（コジェ） 
 サムスン重工業 
 大宇造船海洋 

○ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 
◎ 

◎ 

◎ 

○ 

東海岸圏経済自由区域 仁川経済自由区域 

黄海経済自由区域 

忠北経済自由区域 

大邱慶北経済自由区域 
セマングム・群山経済自由区域 

釜山鎮海経済自由区域 

（釜山鎮海部品素材専用工業団地) 

光陽湾圏経済自由区域 

○ 

表 経済自由区域の主な投資インセンティブ 

◎経済自由区域(FEZ) (8地域) 
■部品素材専用工業団地（4地域） 
○主要企業の立地現状 
 
 

 

出所：経済自由区域ホームページ 

表 部品素材専用工業団地の主な投資インセンティブ 

出所 ： 部品素材専用工業団地のホームページ 

○ 

入居要件 

支援対象 

   ＊5年型 

(例：製造業は1,000万 

ドル以上投資する場合) 

   ＊7年型 

(例：製造業は3,000万 

ドル以上投資する場合) 

・関税5年間免除 

 (輸入資本財) 

・法人税、所得税3年間 

 100%免税 

・関税、特別消費税、 

 付加税5年間免税 

・法人税、所得税5年間 

 100%免税 

租税 

(地方税) 

賃貸 

・取得税、財産税15年間100％免除 

・国有・公有地に対し50年間以内で賃貸可能 

・賃貸料は土地価額に10/1,000以上の料率を 

 かけて算出した金額を適用(管理庁決定) 

国内企業、または100%外国人単独投資企業、或いは 

合弁企業として外国人の持ち分が10%以上 

外国人投資企業 

租税 

(国税) 

・続く2年間50%減免 

入居要件 

租税 

(国税) 
法人・所得税免税：5年 
  (3年 100%、2年 50%) 

租税 

(地方税) 
8～15年間免除 

賃貸料 
減免 100% 減免 

部品素材専用工業団地は外国投資持分が30％ 
以上の企業でありながら、各工業団地が指定した 
業種であること 

(要件) 
製造業：1,000万ドル以上 

物流業：500万ドル以上 

(要件) 
製造業：500万ドル以上 

高度技術随伴事業：100 
万ドル以上 
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参考：日本から韓国への投資について 

16 
注1 ： 主な案件を記載。   注2 ： 上記の内容は当初計画から変更される場合もある。 
出所 ： 各社プレスリリースをもとに作成 

表 主な日系企業による投資事例(2011 年以降)  
11.01.17

11.01.24

11.05.09

11.07.20

11.05.30

11.07.04

11.07.08

11.08.05

11.09.06

11.10.07

12.03.09

12.04

12.05.02

12.05.16

12.05.17

12.08.01

12.09.05

12.09.12 NOK

12.12.11

13.01.05

13.01.30 F.C.C

13.01.31

13.05.31

13.07.24

13.09.16

13.10.14 
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表 対日直接投資残高 (2012年末) 

図 対日直接投資残高（台湾、香港との比較） 

表 対日直接投資残高の推移（地域・国別） 

注 ： 2010年以前の分類方式では欧州が西欧と東欧に区分。                                              

□ 韓国の対日直接投資残高は2,461億円（2012年末）と、国別で11位。 
□ 2012年には台湾の対日直接投資を上回ってアジア諸国ではシンガポール・香港に次ぐ水準。 
 

出所 ： 日本銀行をデータをもとに作成 

367

1,576 1,726

2,461

1,635
1,838 1,864

2,170

3,068
3,297

3,556

4,976

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

2005年末 2010年末 2011年末 2012年末

韓国

台湾

香港

(億円)

(単位：億ドル)

順位 国名 金額 世界シェア

1 米国 53,308 29.9%
2 オランダ 27,284 15.3%
3 フランス 15,566 8.7%
4 英国 13,354 7.5%

5 シンガポール 13,278 7.5%

6 ケイマン諸島 12,176 6.8%
7 スイス 11,661 6.5%
8 ドイツ 7,239 4.1%
9 香港 4,976 2.8%

10 ルクセンブルク 2,547 1.4%

11 韓国 2,461 1.4%
12 台湾 2,170 1.2%

166,021 93.2%合計

(単位：億円) 

2005年末2010年末2011年末2012年末構成比

アジア 7,873 18,975 20,689 24,099 13.53%
　　シンガポール 2,537 11,331 12,435 13,278 7.46%
　　香港 3,068 3,297 3,556 4,976 2.79%
　　韓国 367 1,576 1,726 2,461 1.38%
　　台湾 1,635 1,838 1,864 2,170 1.22%
　　中国 120 325 435 476 0.27%
北米 56,072 60,236 56,520 54,838 30.79%
　　米国 51,559 59,092 55,003 53,308 29.94%
　　カナダ 4,512 1,144 1,516 1,530 0.86%
中南米 9,655 19,231 17,607 15,387 8.64%
　　ケイマン諸島 6,578 15,311 14,322 12,176 6.84%
大洋州 561 1,015 1,090 1,336 0.75%
　　オーストラリア 555 801 875 961 0.54%
欧州 44,761 75,155 79,078 82,142 46.13%
　　オランダ 13,691 30,069 30,978 27,284 15.32%
　　フランス 12,661 15,644 15,905 15,566 8.74%
　　英国 3,563 7,650 12,329 13,354 7.50%
　　ドイツ 6,937 8,158 7,486 7,239 4.07%
東欧・ロシア等 55 55 55 68 0.03%
中東 17 48 161 119 0.07%
アフリカ 1 315 291 119 0.07%

合計 119,033 175,020 175,482 178,079 100%
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図 在アジア・オセアニアの日系企業（製造業＋非製造業の営業利益、2013年、見込み） 

□ 2013年度の在韓日系企業のうち、黒字企業の割合は73.8％（営業利益ベース）と 

  70％を上回ったが、赤字企業の割合は前年(10.4％)より増加し15.6％。  

  注 ： 対象はアジア・オセアニアの20カ国に進出している日系企業（駐在員事務所を除く）、調査期間は2013年10月8日～11月15日。 
  出所 ： ジェトロ実施の「在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査」（http://www.jetro.go.jp/world/asia/reports/07001149 ） 
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注 ： 米国は132社、日本は62社がランクイン。 
出所 ： 米国フォーチュン誌（http://money.cnn.com/magazines/fortune/） 

□ 近年、サムスン、現代自動車、 LG 、SKなどが活発なビジネスを展開。 
□ 大手企業が経済を支える構造で、サムスングループの売上げはGDP全体の 
   2割の規模に相当。 
□ 中小・中堅企業の脆弱さ、裾野産業の不備が弱点。 

表 フォーチュン・グローバル500の韓国企業 

図 SWOT分析による韓国企業の強み・弱み 

強み（Strength） 弱み（Weakness） 

・迅速な意思決定 
・(日本）より手ごろな価格設定 
・向上した品質・性能・デザイン 

・製品・経営の徹底的な現地化 
・積極的なマーケティング 
・重点地域を重視した地域戦略 

・核心・源泉技術の不足 
・弱い中堅・中小企業 
・部品・素材の高い日本依存度 
・耐久性・精度の不足 

機会（Opportunity） 脅威（Threat） 

・官民共同のトップセールス 
・FTAネットワークの拡大 

・中国製品の台頭 
・世界経済の低迷 

出所 ： ジェトロ「存在感高める中国・韓国企業」の資料をもとに作成 

社名 売上高
2013年
順位

2012年
順位

2011年
順位

2010年
順位

1 サムスン電子 1,786 14 20 22 32
2 SKホールディングス 1,063 57 65 82 104
3 現代自動車 750 104 117 55 78
4 ポスコ 565 167 146 161 272
5 現代重工業 488 206 203 220 375
6 LGエレクトロニクス 452 225 196 171 -
7 韓国電力公社 436 235 264 271 306
8 GSカルテックス 434 239 235 - -
9 起亜自動車 419 252 266 - -
10 韓国ガス公社 311 365 429 498 -
11 S-Oil 308 371 383 - -
12 現代モ―ビス 273 426 465 - -
13 サムスン生命 273 427 333 316
14 LGディスプレイ 261 447

(単位：億ドル)
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□サムスン電子：2014年1Qは､各部門で良好な業績を収めたものの、前年同期比で増収減益。 
□ 現 代 自 動 車 ：2 0 1 4年1Qは､新車販売の好調により、前年同期比で増収増益。 
□ LGエレクトロニクス：2014年1Qは、テレビ部門がけん引役となり、前年同期比で増収増益。 
                        

注：連結ベース 
出所：2013年までのデータは金融監督院電子公示システム 
    2014年第1四半期のデータは各社のIRから作成 

表 現代自動車の業績 

表 LGエレクトロニクスの業績 

表 サムスン電子の業績 単位：10億ウォン、％

第3四半期 第4四半期 第1四半期
売上高 154,630 165,002 201,104 228,693 59,084 59,227 53,680 1.5
営業利益 17,297 15,644 29,049 36,785 10,164 8,311 8,490 △ 3.3
純利益 16,147 13,759 23,845 30,475 8,245 7,301 ― ―

前年同期比

2014
2010 2011 2012

2013

通年

単位：10億ウォン、％

第3四半期 第4四半期 第1四半期
売上高 66,985 77,798 84,470 87,308 20,819 21,938 21,649 1.3
営業利益 5,886 8,042 8,441 8,315 2,010 2,030 1,938 3.7
純利益 6,001 8,120 9,061 8,993 2,252 2,130 2,028 △ 2.9

前年同期比

2014

通年
2010 2011 2012

2013

単位：10億ウォン、％

第3四半期 第4四半期 第1四半期
売上高 55,754 54,257 55,123 58,140 13,892 14,915 14,275 1.2
営業利益 176 379 1,217 1,285 218 238 504 44.0
純利益 1,282 △ 433 103 223 109 △ 63 ― ―

前年同期比

2014

通年
20122010 2011

2013



 

Copyright © 2013 JETRO. All rights reserved.  Copyright ©  2014 JETRO. All rights reserved. 

第3国でのビジネスにおける日韓連携の具体例 

21 

＜プラント・インフラ＞ 
サ̧ウジアラビアのジッダ火力発電所プロジェクト受注 (’12年10月発表) 

  現代重工業、三菱重工業 
  総事業費：31.9億ドル 
ヨ̧ルダンの新規火力IPPプロジェクトの長期売電契約締結(’12年9月発表) 

  韓国電力60％、三菱商事35％、ワルチラ(フィンランド)5％ 
  総事業費：約700億円 
ベ̧トナムのオモン第1火力発電所2号機受注(’12年8月発表) 

  双日、大林産業 
  受注金額：約280億円 
モ̧ロッコにおける石炭火力発電所の建設（’11年5月発表） 

 三井物産、大宇建設 
 受注金額：約1,000億円（日本企業による発電所建設としては北アフリカ最大） 
ア̧ブダビにおける発電事業への参画（’11年2月発表） 

 住友商事、韓国電力 
 総事業費：約15億ドル 
イ̧ンド・バンガロールメトロ向け車両供給受注（車両数150両）（’09年5月発表） 

 三菱商事、三菱電機、現代ロテム、インドBEML社 
 受注金額：約335億円（日本の円借款供与） 
メ̧キシコにおけるＬＮＧの受入、貯蔵、再ガス化設備の建設、保有（ ’08年3月発表） 

 三井物産、韓国ガス公社、サムスン物産 
 事業規模：約9億ドル 
 

＜資源＞ 
イ̧ンドネシアにおけるＬＮＧの製造、販売（’11年1月発表） 

 三菱商事、韓国ガス公社、プルタミナ・フル・エナジー（インドネシア） 
 事業規模：約2,300億円（報道） 
ブ̧ラジルにおけるレアメタル（ニオブ）を扱うＣＢＭＭ社（鉱山企業）の株式取得（15％）（’08年10月発表） 

 新日鉄、JFEスチール、双日、JOGMEC、POSCO、国民年金公団 
 株式取得額：19億5,000万ドル（日本側10%、韓国側5％） 
ブ̧ラジルの鉄鉱石生産・販売会社NAMISA社の株式取得（ 40％ ） （’08年10月発表） 

 伊藤忠、JFEスチール、新日鉄、住友金属、神戸製鋼、日新製鋼、POSCO 
 株式取得額：約3,120億円 

出所 ： 各社のプレスリリース 
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図 韓国の技術貿易推移 

□ 韓国の特許出願数は、件数規模では世界第4位（1位中国82.5万件、2位米国56.4万件（ただしFY）、  
   3位日本33.6万件、 4位韓国20.5万件、5位欧州14.8万件）。 
□ 特許などの収支は赤字が継続、特に、近年赤字幅が拡大傾向（日米の技術貿易収支は黒字推移）。 
□ 韓国企業と海外企業との知財紛争が頻発、多くの日本企業も当事者に。 

出所 ： 韓国統計庁国家ポータルKOISISよりジェトロソウルにて作成 

図 日韓米欧中（五大特許庁）の特許出願推移 100 ♪ꜟ 件 

図 韓国企業の国際知財紛争 

出所：国会産業通商資源委員会の提出資料、韓国特許庁2013.10.10発表 
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出所 ： 各特許庁年次報告書等より作成、ただし、2013年数値は暫定値 

  原告企業の国籍 
   米 国  762件 
   日 本    86件 
    ドイツ      36件 
   台 湾    31件 

2008 2009 2010 2011 2012 2013.6

外国企業→
       韓国企業

125 112 165 197 241 202 1,015

韓国企業→
       外国企業

56 42 21 83 10 8 220

181 154 186 280 224 210 1,235

知的財産の状況 
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インドネシア（交渉中） 
14年2月、第7回CEPA交渉開催 

日中韓 （交渉中） 
13年3月、第1回交渉開始 
14年3月、第4回交渉開催 

シンガポール （発効） 
06年3月1日、発効 

メキシコ （交渉中断）  
07年12月、ＦＴＡ交渉開始 
08年6月、第2回交渉後中断 

ＥＦＴＡ （発効） 
06年9月1日、発効 

メルコスール（共同研究） 
07年10月、共同研究会の最終報告書を採択 
09年7月、貿易協定推進協議のMOU締結 

日本 （交渉中断） 
03年12月、交渉開始 
04年11月の第6回交渉から中断 
10年9月、局長レベルの協議を開催 
12年5月、課長レベルの実務者協議を開催 

インド （発効） 
10年1月1日、発効 

 

 

 

カナダ （妥結） 
05年7月、交渉開始 
14年3月、妥結 

ＡＳＥＡＮ （発効） 
06年8月、物品貿易協定署名（ﾀｲを除く） 
07年6月1日、発効、09年05月、サービス協定
発効 
09年2月、ﾀｲ署名、09年09月、投資分野発効 

ＥU （発効） 
11年7月1日、発効 

アメリカ （発効） 
12年3月15日、発効 

     韓国のFTA進捗状況 

ＧＣＣ （交渉中断） 
08年7月、交渉開始 
09年7月、第3回交渉後、中断 

チリ （発効） 
04年4月1日、発効 

オーストラリア （妥結） 
09年5月、交渉開始 
13年12月、妥結、14年2月、仮調印 

トルコ （発効）        
13年5月1日、発効 

ニュージーランド （交渉中） 
09年6月、交渉開始 
14年5月、第6回交渉開催 

イスラエル （共同研究） 

 
 
 
コロンビア （妥結） 
09年12月、交渉開始 
12年6月、妥結、13年2月、署名 

 
 
 

中国 （交渉中） 
13年11月、第2段階交渉開始 
14年3月、第10回交渉開催 

2014年3月現在 

ベトナム （交渉中） 
12年9月、交渉開始 
14年3月、第4回交渉開催 

ペルー （発効） 
11年8月1日、発効 

中米（共同研究） 
11年4月、共同研究終了 

マレーシア（共同研究） 
11年5月、妥当性の研究を開始 

RCEP（交渉中） 
12年11月、交渉開始宣言 
14年1月、第3回交渉開催 

出所 ： 産業通商資源部の資料をもとに作成 
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発効済の国・地域      ：35.2% 
交渉中まで含むと      ：82.3% 

●発効済：香港、ﾏｶｵ、台湾、 ASEAN、   
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、 NZ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾁﾘ、ﾍﾟﾙｰ、  
ｺｽﾀﾘｶ、ｽｲｽ 

●交渉中：ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ、GCC、SACU、豪州、 
ﾉﾙｳｪｰ、韓国、日中韓 、RCEP  

●発効済：ﾁﾘ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、EFTA、ASEAN、       
ｲﾝﾄﾞ、 EU、ﾍﾟﾙｰ、米国、ﾄﾙｺ 

●妥結：ｺﾛﾝﾋﾞｱ、豪州、ｶﾅﾀﾞ   

●交渉中：ﾒｷｼｺ、GCC、日本（中断）、NZ、 
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、中国、日中韓、RCEP 、ﾍﾞﾄﾅﾑ､
※TPPは参加意向表明 

発効済の国・地域      ：25.6% 
交渉中まで含むと     ：51.9% 

 注1 ： 円グラフデータは2013年7月現在で確認したもの。 
 注2 ： 「GCC」とは湾岸協力会議、「SACU」とは南部アフリカ関税同盟。       
 注3 ： 国・地域名の記載は順不同であり、同一の国とマルチのＦＴＡ、バイのＦＴＡが進行しているような場合、 
     貿易額は進行順（発効済→署名済→交渉中→その他）にカウントし、進行段階が同じ場合は、マルチの貿易額からは除いてカウントしている。 
 注4 ： 小数第2位を四捨五入したため、合計は必ずしも100％ではない。 
 出所 ： 経済産業省内部資料、World Trade Atlas 

発効済の国・地域        ：18.9% 
交渉中まで含むと        ：84.4% 

●発効済：ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾒｷｼｺ、ﾏﾚｰｼｱ、  
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ﾁﾘ、ﾀｲ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、
ASEAN、ｽｲｽ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ｲﾝﾄﾞ、ﾍﾟﾙｰ 

●交渉中：豪州、GCC、韓国（中断）、    
ﾓﾝｺﾞﾙ、ｶﾅﾀﾞ、ｺﾛﾝﾎﾞｲｱ、日中韓 、  
EU 、RCEP 、TPP 

 

日本 

 FTA取組相手国・地域との貿易額割合（日・中・韓） 

韓国 中国 
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（2012年） 
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（EU） 
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（米国）

9.5% 
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0.2% 

交渉中

（日本） 

9.7% 

交渉中 

（中国） 

20.2% 

交渉中 

17.0% 

その他 

17.8% 

貿易額 
1兆675億ドル 
（2012年） 
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今後の景気の行方 
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□  依然としてリスク要因が残存 

＊ 欧州財政危機の長期化と米国の財政問題、市場回復の遅れ 
＊ 北朝鮮問題 
＊ 第一の貿易相手国である中国の政策変化 
＊ 大企業の躍進と中小企業の成長の遅れ 
＊ ウォン高傾向 
＊ その他（個人負債の増加、不動産景気の低迷、少子高齢化・・・） 

□  2014年のＧＤＰ成長率見通しは３％台後半で、前年より回復 

＊韓国銀行（14年4月10日発表）     4.0％ 
＊韓国政府（企画財政部、13年12月27日発表）   3.9％  
＊韓国開発研究院(KDI)(13年11月19日発表)    3.7％ 
＊経済協力開発機構(OECD)(14年5月6日発表)             4.0％ 
＊国際通貨基金(IMF)(14年4月8日発表)            3.7％  
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参考：韓国の政治体制 
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・政体：民主共和国 

・大統領：朴槿恵(パク・クネ) 

 （任期5年、2013年2月25日就任） 

国務総理、17部、3処、
17庁            
部：日本の省に相当 

＜行政府＞ 

国会議員定員300名 
（一院制、任期4年）  
（地域区：246、比例：54） 

＜立法府＞ 

大法院(1)、高等法院(5)、
地方法院(18)、専門法院
（家庭法院、行政法院、   
特許法院) 

＜司法府＞ 

李承晩 
(1948～ 
1960) 

初代～3代 

尹潽善 
(1960～ 
1961) 
4代 

朴正熙 
(1963～ 
1979) 

5代～9代 

崔圭夏 
(1979～ 
1980) 
10代 

全斗煥 
(1980～ 
1987) 

11代～12代 

金泳三 
(1993～ 
1998) 
14代 

金大中 
(1998～ 
2003) 
15代 

盧武鉉 
(2003～ 
2008) 
16代 

盧泰愚 
(1987～ 
1993) 
13代 

李明博 
（2008～ 
2013） 
17代 

○ 歴 代 大 統 領 

[参考]  政党別の国会議員構成 
       (2014年5月14日基準) 

・セヌリ党：149名 
・新政治民主連合：127名 
・その他：12名 

http://image.search.naver.com/search.naver?where=image&query=박정희
http://image.search.naver.com/search.naver?where=image&query=최규하
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参考：行政組織図（17部、3処、17庁） 

27 出所 ： 青瓦台ホームページ 
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